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1 . はじめに

拙稿〔 7〕で書いたように，私は，ここしばらくは〈私自身の市場社会主義

論から，現在進行している中国の経済改革をどこまで位置づけることができる

か〉を課題としようと考えている。その議論の源泉は，私の場合は『資本論」

であるから，結果的には『資本論』がいまどこまで役立ちう・るかを試すことと

なるであろう。

本稿は拙稿〔 7〕の延長上にあり，拙著〔 5〕第 5章で展開した理論ー市場

社会主義と競争ーからどこまで中国の現実に迫ってみせることができるかを検

討するものである。

2. 課題設定

本稿の課題は大きく分けて二つある。一つは，中国の高度成長過程を分析す

ることであり，もう一つは，中国の体制移行過程で起こったインサイダーコン

トロールという問題をモデル分析することである。

(1) 中国の高度成長過程について

中国の経済成長は著しいものがあり，それは，まさに日本の高度成長を1方彿

とさせるものがある。中国の改革開放が 1978年から始まったとすれば，日本

の高度成長が1955年から始まるから，その時間的な差は 23年ほどになる。日

本は 1974年のマイナス成長をきっかけとして，低成長の時代に突入していく

ことになり，高度成長は大体20年間ほど続いたことになる。中国の高度成長
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も20年以上を経過した。だからといって，いまの中国が日本と同様に，低成

長の時代に突入していくわけではないだろう。所詮置かれた歴史的条件が決定

的に異なっているからである。したがって，まだ成長過程は維持されることに

なるであろうが，高度成長をもたらした要因というのは，ある側面では類似し

たものがあるであろうが，他方では明確に異なる側面もあるであろう。そうい

う観点から，本稿の課題の一つは，日本の高度成長過程を念頭に置きながら，

中国の成長過程の特徴を追ってみようとすることである。

しかし，同時に，次の点に大きな注意を払うべきであろう。即ち，中国の成

長過程が内部に抱える矛盾は，かつての日本経済の高度成長期以上に厳しいも

のがあるという点である。発展する東南部沿海地域と遅れた西部地域との格

差，上海・北京を中心とする都市部の発展と農村部との格差がそれである。し

かも，実は，本稿で明らかにするように，その格差が前提となって，いまの成

長や発展が実現しているのではないかと思われるのである。ところで，所得格

差については，一般的にはジニ係数やローレンツ曲線によって示すことにな

る。それらの分析方法は確立されたものであるから，国際比較も可能であり，

中国の現状・矛盾を客観的にみてみる場合には都合がよい。とはいえ，それは

格差の現状を示すものではあっても，格差が発生する原因を解明するものでは

ない。

そうしたことを解明するために必要な分析装置は，中国における「分断され

た労働市場」の存在である。戸籍制度という制度的な側面がバックボーンにあ

り，それがルイス的なモデルでいう〈安価な労働力が，農村から都市にほぼ無

制限に供給されている〉ことを保証している。その結果，高い利潤率と高い成

長を実現しているし，さらに，それが強い輸出競争力を実現し，発展に必要な

外貨や資本や技術の導入を可能にしている。世界の工場と言われる現実がそこ

にはある。同時に，都市市民は分断された労働市場に守られて，高い賃金水準

を維持し，それが消費ブームを引き起こし，ひいては投資ブームを引き起こし

ている。消費や投資の好循環が作用して，それが高い利潤や高い成長を実現し

ているという側面も同時に進行している。それは， 30数年以上前の日本経済
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の高度成長と同じ過程であるといってもよいだろう。

このように，二つの要因が絡み合いながら，中国の経済成長は実現している

ことになるが（だから，都市と農村の間に格差があることが，実は，成長や発

展の要因になっているということになるが），それを制度的に支えているのが，

戸籍制度である。しかし，戸籍制度も永遠に維持できるものではない。いまの

ところ，賃金格差があっても，都市で働くことへのインセンティブが高く，不

満が爆発するという状況にはないかもしれない。しかし，この不当なる格差が
(1) 

永遠に続くものではないだろう。だからこそ，技術力を高め，アメリカや日本

と対等の競争が出来るまでの間は，いまの体制をできる限り維持しようとする

のであろう。それを実現する役割を果たすのが，共産党の独裁権力であり，背

後にある人民解放軍なのではないか。中国は，旧社会主義国のなかでは，体制

転換をもっともうまく進行させてきた国であるが，いま進行させている状態に

もそれはものの見事に示されているといってよい。

(2) インサイダーコントロールについて

このように，中国は一方では日本と類似したやり方で， しかし他方では中国

ならではのやり方で，高度成長を実現してきたといってよい。それを解明する

際には，分断された労働市場がキーワードになるであろう。ところで，この高

度成長過程は，中国の場合は，同時に旧来の社会主義からの移行過程でもあり，

たえず旧来のシステムを引きずりながら，体制転換を実現してきた。そうした

側面は，戦後の日本の成長過程では想定されないことであったし，またソ連・

(1) 清水〔3〕は，中国農民がもつ強い不満を示し，場合によっては，不満が爆発し，ぃ

まの体制が不安定になることも考えられるとしている。私には，政治的な状況は十分理

解できないが，問題はこうした体制がどこまで時間的に許されるかであろう。また，「中

国の歴史の変わり目には絶えず『大同世界」と呼ばれるユートピアを目指す思想があら

われ，変革の原動力になる」 (220頁）としていて，「毛沢東が呼びかけた文化大革命や

人民公社の構想もマルクス主義というよりも，この大同思想の発展であり，だからこそ

中国の民衆はうけ入れ，熱狂したといってよい」 (221頁）としている。私は，中国が市
場を全面的に導入しながら依然として社会主義という以上，結局は，社会主義とは何で

あったかをもう一度問うべきではないかと考える。



-56- 香川大学経済論叢 250 

東欧の体制の移行過程でも（それらの地域の多くではショック療法が採用され

たし，社会主義そのものが放棄されたため）ほとんど成り立たなかったことで

あったといってよい。そうした中国独特の移行過程はいまも進行中であるが，

拙稿〔 7〕で述べたように，その過程でインサイダーコントロールが発生し，

そこからコーポレートガバナンスという問題が提起され，その問題を克服する

ために，，いまでは所有者企業という形に収敏しつつあると言われている。その

意味では，なぜインサイダーコントロールが発生したのか，それを防ぐ方法は

なかったのか，という問題も是非考えておくべきであろう。社会主義の枠内で

の改革が最終的にはその枠を越えていくことになったのはなぜか，枠内にとど

まることがなぜできなかったのか，と。

このような(1)と(2)の問題をどこまでモデル的に解明できるか。それが本稿の

課題である。

3. 分析の方法

拙著〔5〕の第5章では，一方では，置塩のモデルを若干作り替えたモデル

を使い，他方では，シミュレーション分析のために Quick Basicを使った。今

回の分析もほぼ同じモデルを使うが，シミュレーションについていえば， Quick

Basicは使用しない。 QuickBasicそのものがいまでは VisialBasicにヴァージョ

ンアップされているが，私自身は，そのヴァージョンアップに対応していない
(2) 

からである。本稿で使用する ActiveBasicは，フリーソフトウェアであり，大

きなものではないので，短い時間でダウンロードできる。提供しているのは，
(3) 

Discoversoftであり，個人が作りそれを公開しているようである。

ActiveBasicというフリーソフトウェア自体は，あくまでも特殊なものであ

る。しかしながら，たとえば本稿で示すプログラム自体は，いかなるソフトウェ

アを使うことがあっても，その中身はほとんど理解できるものであり，このプ

ログラムをみて，自分が使用しているソフトウェアに置き換えることは容易に

可能だと思われる。という意味では，どのようなソフトウェアを使用するかは

大きな問題ではない。
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(2) 私の分析は，そもそも Visial Basicを使わなければ対応できないような複雑なシミュ

レーションではない。とはいっても，私のパソコンでは OSそのものが何度もバージョ

ンアップされたので，いまでは QuickBasicそのものがもうインストールされていない。

困った私は，本学の本田道夫先生に相談してみた。私がやりたいことは，簡単なプログ

ラミングとそのプログラムが動いた結果をうまく印刷したいということであった。だか

ら，それに対応するソフトウェアとして何を選んだらよいか， という質問であった。本

田先生の答えはJavaがよいのではないか，ということであった。その際， Javaの入門

書も貸してくれたし，いくつかの説明もしていただいた。そこで，私も，実際に私がか

つて書いていた Basicプログラムを Javaに移すという努力を 1週間位やってみた。結局

うまくいかなかった。本田先生の指導は「習うより慣れろ」であり，紹介してあるプロ

グラムを自分で作りながら，学習していくのが一番早いというものであった。確かにそ

の通りであったし， Javaが切り開いている世界をほんの一瞬だが垣間見た気がする。但

し，私の課題は，多くの方程式体系を用意し，そのパラメータを変化させながら，数学

では解けないような問題をシミュレーション分析してみるということにあり，そのよう

な問題の解法はそうした入門書にはほとんど載っていない。したがって，そこに到達す

るには非常に多くの時間がかかると思った。やり通せば，何とかなったかもしれないが，

プログラミングの学習に多くの時間を割くことは，いまの私にとってはやはり無駄なこ

とだと思えた。

そこで，結局もう一度Basicに戻ることとし， QuickBasicがいまとなっては使えない

から，インターネットで利用できる Basicプログラムはないだろうかと検索してみた。

すぐさま出てきたのが，本稿で利用する ActiveBasicである。

(3) ActiveBasicは， N88 Basicで作ったものが， MS-DOSではなくて， Windows上でも

展開できるようにすることを目的として作られていて， N88 Basicだけでなく，私のよ

うに Quick Basicでプログラムを作っていた人間にもほとんどそのまま移行できる形に

なっていた。といっても， Quick Basicで作った basという拡張子が付いたファイルは

そのままでは読み込めない。文字化けしてしまうのである。しかし，私は， QuickBasic 

を使っていた時に，同時に txtファイル形式でも保存しておいたので，その txtファイル

形式のものを利用すればよいだけであった。なお，インストールして動かそうとすると，

「GDPI32.dllというファイルがない」という表示が出る。このファイルは， Windows

のなかを検索すると出てくるから，それを Windows¥System32のなかにコピーしてや

ればよい。そうした注意もホームページに書いてある。

なお，本稿でも，拙著〔 5〕の第5章に掲載したプログラムをほとんど変更していな

いが，どうも Locateの命令文がQuickBasicと違っているようで， Locatex yと打つと，

xはカーソルの列を指定し， yはカーソルの行を指定することになっている。 QuickBasic 

で作ったものとはほとんど逆になっているようで，そこの番地だけは変更した。

Quick Basicでいつも困難だったのは，シミュレーションをした結果（画面）を印刷

するということであった。 Basicでは， Lprintという命令文を使えば，出てきた結果を

プリンターに打ち出すことは可能である。しかし， Lineやpset命令文で作った画面を

印刷することは容易ではなかった。しかし， ActiveBasicは， Windows対応であるから，

画面の一部を切り取って，それを貼り付けたり，プリンターに出したりすることは簡単

に出来る。画面の印刷の精度には問題はあるが，この論文に出すのはとりあえず見るこ

とができればよいということであるから，何も問題はない。なお，画面を切り取ってプ

リンターに打ち出すことについては，本学の三谷宗子助手にいくつかのアドバイスをい

ただいた。ここに記して感謝する次第である。
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4. 中国の経済成長の秘密

中国で，経済成長が長期にわたって実現するということは，日本と同じよう

に，高度大衆消費社会が実現しつつあるということである。したがって，その

高度大衆消費社会の実現過程を解明するのがここでの課題である。

(1) 消費ブームと投資ブーム（寄与度分析）

ここでは，二つの図を掲げることにしよう。一つは， International Financial 

Statistics (2001)から取った日中の実質GDP成長率のグラフである。図 1参

照。ここから，中国が20数年遅れて，日本と同様の高度成長過程に入ったこ

とがわかる。先に述べたように，だからといって，中国の高度成長が日本と同

様に， 20数年たって終了し，低成長過程に入るかどうかは別問題であるが。

もう一つのグラフは，『中国統計年鑑」 2001年から取ったもので， GDP(名

目値である）の成長率の寄与度をみたものである。図2参照。すべての項目を
(4) 

掲載すると，グラフが読みにくくなるので，家計消費支出と民間設備投資と輸
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図 1 日中の実質 GDP成長率の比較
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図2 寄与度

出入だけを取り出した（といっても，これは名目の GDPの成長率に何がどこ

まで寄与したかをみるものであって，すべての寄与度を合計すれば名目 GDP

成長率に一致する。名目 GDPの成長率は，物価が高いときには 30%に及ぶこ

ともあったから，この寄与度の絶対値は問題としないようにすべきである）。

このデータがどこまで正確なデータかわからないが（最近のデータはともかく

として， 1978年当時のデータなどがどこまで正確かは不明である），その点を

問わないとすると，いくつかの特徴がみいだせる。

① 家計消費支出は，農村と都市に分かれているが，改革開放が始まる 1978

年当時は，都市の消費は農村消費の半分位しか寄与度はなかった。農村で

請負制が始まり，郷鎮企業が成長を続けた 1980年代半ばまでは依然とし

て農村の寄与度の方が高かった。ところが， 1980年代後半から逆転し，

都市の消費の寄与度が農村の消費の寄与度より高くなった。これは，上海

(4) データは，農村消費ーRuralHouseholds Consumptionーと都市消費ーUrbanHouseholds 

Consumptionーに分かれている。 Householdsは『中国統計年鑑』では居民となっている

が，ここでは日本の標準的標記にしたがって家計とした。
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(5) 

や北京等の都市部で起こった消費ブームを示しているのであろう。

② 民間固定資本形成は，日本等の場合と同様で，変動が激しく，時々マイ

ナスの寄与度になる。それでも日本の場合と比較すると，全体に占める比
(6) 

重はかなり高い。

③ 輸出入の寄与度も変動が激しく，寄与度=Oのラインを上下している。

但し，中国の場合に特徴的なことは，固定資本投資と輸出入がかなり逆相

関で動いているということである。それが非常に明確に出てくるの

は， 1985年と 1993年である。固定資本投資が大きく拡大しているのに反

比例して，輸出入がマイナスになっている。これは中国の固定資本投資の

かなりの部分が輸入に依拠していることを示しているのであろう。中国の

投資財部門の技術カ・競争力が高まってくると，こうした傾向は消滅して
(7) 

くることになるであろう。

ここで示したことは， GDPの成長率を高く維持した背後には，消費や投資

の拡大があったということであり，その意味で，日本と同様に，高度成長の背

後には消費ブームや投資ブームがあったことを示しているといってよい。ここ

から，高度大衆消費社会の出現が中国でも実現したと考えてよいであろう。但

(5) なお，農村消費と都市消費を合わせた部分のGDPにしめる比重は， 1978年から 2000

年までの平均で， 49.3%となる。日本の高度成長期のデータで68SNAの長期時系列か

ら同じ値を計算してみると (1955年~1973年までで，暦年計算であるが）， 68.0%にな

る（なお， 68.0%というのは，中国と比較するため，民間住宅を含めたものであるが，

民間住宅を外しても， 62.6%になる）から，中国の消費のウェイトは日本より低い。

ところで，住宅の所有権についてはまだ微妙な問題を含んでいるのであろう。土地に

ついても基本的には国有であるが，その利用する権利自体が売買の対象となりつつある

という意味では，私有化が進んでいるところもある。住宅についても同様のことが進行

しているかもしれないが，『中国統計年鑑』をみる限りでは，家計によって所有された

(owned)住宅建設だけは家計消費に含めているようである。ここからもわかるように，

国民所得統計として日本と中国を比較するという場合，たとえば中国の消費にウェイト

が低いということにも，制度的な要因が働いているという可能性もある。そこをきちん

と確認しないで，ウェイトの高低だけで，そこから何らかの結論をつけるということは

避けなければならないだろう。

(6) 消費についてみたのと同様に計算してみると，中国の設備投資のウェイトが31.2%
であるのに対し，日本の高度成長期では，民間設備投資のウェイトは， 10.6%となって

いる（日本の場合に，民間設備投資に民間住宅を加えてみても，中国の設備投資のウェ

イトの方がはるかに高い）。
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し，それがいつ実現したかという問題はなかなか難しい。一人あたり GDPが

ドル換算でいくらになったら，高度大衆消費社会が実現したという議論も可能

であろうが（そして，それは案外あたっているかもしれない議論であるが），

中国の場合，一国のなかで，さまざまな発展段階が同時並行的に進行している

ため，一義的なデータで把握するのは難しいからである。産業構造の変化を示

す時に使用する雁行形態というのは，同じ国の時系列分析とか，各国の比較分

析という時に役立つであろうが，中国の場合は，それが同じ国で同時並行的に
(8) 

起こっているのである。更に，日本でいえば，「三種の神器」や「3C」といっ

た消費ブームはいまの中国の都市部では間違いなく実現しているが，それがグ

ローバリゼーションの下ではきわめて急速に進行していて，日本などとの単純

な比較は難しいという事情もあるであろう。だからこそ，高度大衆消費社会の

実現の時期という問題は難しいのであり，ここではそれ以上の議論はしないこ

ととする。

では，そうした消費ブームや投資ブームがなぜ起こったのか。そのことを説

明することは，こうしたグラフだけからは不可能である。消費ブームが発生す

るためには，ある程度高い賃金が支払われねばならないが，そのことはそのま

(7) このあたりも，日本の高度成長を思い出させるものがある。日本の場合，第一次高度

成長の頃は，景気がよくなってくると，原材料の輸入が拡大し，国際収支が赤字となっ

た（国際収支の壁・天井）。当時は固定相場制であったから， 1ドル=360円を維持する

必要があり，必然的に引き締め政策（具体的には公定歩合の引き上げ）を実施すること

となった。それとともに，景気後退局面が現れ，意図せざる過剰在庫→過剰在庫の整理

と続き，それが一段落をすると，公定歩合を引き下げた。そうして，景気上昇局面が作

り出されていった。しかし，第二次高度成長も終わりに近づいてくると， H本企業の国

際競争力が高まり，景気の転換点がもはや国際収支の壁という形では現れなくなった。

ところが，当時の政策担当者はそうした時代の変化をきちんと見抜けなかった。そこで，

日本経済は 1970年代初頭未曾有の混乱期を経験することになっていったのである。日

本の経験は，今後の中国の政策運営にも貴重な教訓となるであろう。

(8) 『中国統計年鑑』には，第一次産業から第三次産業までの GDPの比率や就業者の比率

が掲載されている。それをみる限りでは，第一次産業は，どちらを取っても低下してき

ているが，それでもまだまだウェイトが高い。その意味では，農業部門を中心とする第

一次産業のウェイトが高い発展途上国型を維持していることになる。しかし，そうした

側面を内に抱えながら，同時に，製造業を中心とした工業化が都市部を中心として急速

に進展しているという現実がある。したがって，中国全体で傾向を把握しようとすると，

どうしても正確に捉えきれないということになるだろう。
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まであれば利潤率．成長率にはマイナス要因になるからである。利潤率．成長

率を高く維持しながら，消費ブームや投資ブームが起こったとすれば，それは
(9) 

中国独特の「分断された労働市場」があったからにほかならない。

分断された労働市場という考えは，内部労働市場の位置づけが不可欠である

ことを踏まえて提起されてきた議論である。植村等〔2〕によれば，内部労働

市場の形成要因の説明にはいろいろな立場があるようであるが，小池和夫の

「『知的熟練』論は，技能の企業特殊性の概念が内部労働市場に固有な性格で

あることを体系的に明示化した貴重な貢献である」 (109頁）と紹介されてい

る。中国の場合，戸籍制度があって，都市の労働者にとって企業への雇用が優

先的に守られているという意味で，分断された労働市場が形成されているとい

うことができる。それは，まさに労働市場が制度的に（言葉通りに）分断され

ているということである。その意味では，内部労働市場という概念とは異質な

ものである。しかし今後は，現代企業制度が全面的に展開され，そのなかでは

日本的な労使関係が浸透する局面もあろう。即ち，小池がいうような「知的熟

練」の形成が中国のさらなる発展にとって不可欠となる局面もあるであろう。

その場合には，内部労働市場が形成されることになるかもしれない。しかし，

本稿に限定する限り，言葉が示す通り，戸籍制度によって事実上労働市場が分

断されているということだけで十分である。

(2) 高い利潤率・成長率と低賃金労働（置塩モデルの適用）

そこで，次に，分断された労働市場があることを前提として，（農村から押

し寄せる労働力を中心として）低い賃金率が維持されたら，高い利潤率．成長

(9) 『中国統計年鑑Jには，都市と農村の家計消費水準の比較というデータが掲載されて
いる。 1978年当時に都市／農村の消費水準の比較では， 2.9倍であったのが，下がりは

じめ， 1985年で2.3倍になっている。農村における請負制や郷鎮企業の発展などがこの

背後にあるのであろう。 1985年に格差が最小になり，その後，格差は再び上昇をはじ
め， 1999年現在では3.5倍にまでなっている。格差が大きいというだけでなく，その格
差が拡大していることも大きな問題である。このデータは，あくまでも家計消費に関す

るデータであるが，消費の格差には賃金の水準の格差が背後にあるから，分断された労

働市場が存在することの間接的な証明になっているのではないだろうか。
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率が実現することを確認しておこう。そのようなことは，経済学の世界では，

確認するまでもない，いわば常識的なことである。但し，賃金率が低く維持さ

れていたら，高い利潤率はともかくとして，高い成長率が必ず実現するという

ものではない。それが簡単に実現するなら，開発経済学など不要な学問になっ

てしまう。本稿では，分断された労働市場があることを前提として，（都市労

働者を中心として）高い賃金率を前提とした消費ブームや投資ブームが成立し

たことを他方に前提していることを想起しておいてもらいたい。

ここでは，拙著〔 5〕で使用した置塩モデルを採用する。もちろん，置塩モ

デルはあくまでも資本主義のモデルである。しかし，商品・貨幣・資本（市場

経済）を導入したシステムなら，資本主義に限らず成り立つ議論でもある（本

稿の市場社会主義モデル• その2は，置塩モデルを社会主義に取り入れたもの

である。但し，因果関係は置塩モデルそのものの方がわかりやすいから，賃金

率と利潤率．成長率の関係はここで明らかにしておこう）。モデルは，二部門

分割になっていて，実質賃金率は労働力の再生産費で決まると前提する（中国

の場合，農村から押し寄せる労働者の賃金は，労働力の再生産費にも及ばない

というところもあるかもしれない）。その下で，利潤率が均等化していく過程

をシミュレーション分析したものである。更に，このモデルの特徴は，供給 (X)

と需要 (D) をきちんと区別し，それ故，需給を調整するものとして価格を入

れていることである（市場清算価格）。プログラムは Okisio-1.txtである（なお，

プログラムは本稿末尾にまとめて表示することとする）。

拙著〔 5〕に明らかにしたように，このモデルでは，利潤率の均等化が実現

していくことを示しているが，同時に，成長率と利潤率を計算しており，その

値は同じものに収敏していくものとなっている（成長率は，たとえば第 1部門

なら， X1 (T) /X 1 (T-1)で計算しているから，ここから 1を引けば，通常

の成長率 (Xl(T)-X l(T-1))/X l(T-1) となる）。

中国の経済改革を分析する上で，このモデルが意味をもっているのは，実質

賃金率と利潤率．成長率の関係である。実質賃金率が変化した場合の結果をも

う一つの FOR文を使ってシミュレーションしたのが， Okisio-2.txtであり，グ
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ラフは図3である。結果は明らかである。実質賃金率を 1/10から 5/10まで

動かしている（分析の目的は，これとは逆に，実質賃金率を高い方から低い方

へ動かすということであるが）。そうすると，収敏していく利潤率と成長率の

ラインは上から下に下がっていくのである。図3参照。

繰り返すことになるが，このモデルが示しているのは，たとえば中国の高度

成長が実質賃金率が低かったからだと決めつけるものではない。いうまでもな

く，高度成長はそのように簡単に説明できるものではなく，さまざまな要因が

絡み合って実現したものである。たとえば，日本・韓国・台湾に続いて中国が

高度成長を実現してくるとなると，東アジアの労働力が大量生産方式にあった

質を持っているという側面も無視することはできないであろう。そうしたこと

を全面的に展開することは本稿の課題ではない。本稿では，まず，戸籍制度と

いう制度的条件があって，農村から都市に押し寄せる無限の労働力が，実質賃

金率を低くしているという事実を確認する。その上で， Okisio-2.txtというプ

ログラムは，他の条件を一切変えないで，実質賃金率を 1/10から 5/10まで

Rl R=5/10,R1(200)=0.095,R2(200)=0.138 
R2 I・Gl (200) =l. 116 ,G2(200) =1.115 

W(200)=0.000,WP(200)=0.592 
PP(ZOO) =1.433 
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図3 置塩モデル
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上昇させているわけである。そうすると，成長率は低くなる（逆に実質賃金率

を低くすると，成長率は高くなる）。ここから，実質賃金率が低く推移したこ

とが中国の高度成長の一要因（あくまでも一要因）になったのではないかと考

えたい。そして，底辺部分における低い賃金率が，高い利潤率を実現させつつ，

同時に，都市の上級部分の労働者に高い賃金率を支払うことを可能とし，それ

が消費ブーム等を作り出す一因になっているのではないか，と。

5. インサイダーコントロールのモデル分析

次に，中国の（旧社会主義体制からの）移行過程の方向性を決定づけること

になっていったインサイダーコントロールの問題を取り扱うこととする。イン

サイダーコントロールのモデル分析をするために，まずは，拙著〔 5〕第5章

で示した市場社会主義モデルを紹介しておこう。拙稿〔7〕でも述べたよう

に，（中国の経済改革をほとんど念頭に置かないで書いた）拙著〔 5〕で，わ

れわれは，市場社会主義を運営していくためには，労働者が自らのことをきち

んとコントロールしていかねばならない（さもないと混乱が起こる一それをそ

の当時インサイダーコントロールと呼んではいなかったが一）と主張していた

し，そうしたことをモデル分析で示していたからである。

(1) 市場社会主義モデル・その 1

拙著〔 5〕第 5章で，私が置塩モデルを利用しつつ作り出した市場社会主義

モデルというのは，前期の利潤率の平均値を計算して，その部門の前期の利潤

率が前期の利潤率の平均値より高ければ，今期の賃金率を前期より上げる（逆

なら逆にする）というものであった。プログラムは Yasui-1.txtである。これは，

利潤率をその平均的水準と比較して，その上下に対応して賃金率を上下させる

というものであり，親方赤旗を脱却して効率のよい社会主義を実現するために

考え出したモデルであった。なお，賃金率を前期より上げるという場合のパラ

メーターとして fを設定し，その fの値をもう一つの FOR文を使って変動さ

せるというシミュレーション分析も行った (Yasui-2.txt このプログラムは，
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本稿では掲載はしないこととする）。これらのシミュレーション結果をまとめ

ると，次のようになる。

① このモデル (Yasui-1.txt) は，最終的には単純再生産に帰着する。両部

門とも成長率0を基準にしながら，実は循環的運動をするのであるが，最

終的には成長率=Oのラインに収敏していくこととなる。図4参照。

② 単純再生産に帰着するのは，貨幣賃金率と実質賃金率の上昇が利潤率．

成長率の低下をもたらすからである。その意味では，置塩の資本主義モデ

ルと比較すると，労働者を重視したモデルであるといってよい。といって

も，労働者の立場を極端に重視したモデルが最終的に単純再生産に帰着す

るということは，非常に興味ある論点を提供している。

③ このモデルでは，そもそも両部門の貨幣賃金率と実質賃金率には格差が

あり，消費財生産部門の方が高い。 fの値を大きくしていくと，その格差

は拡大していく。

④ fの値を大きくしていくと，実質賃金率が低下し，結果として利潤率が上

昇し，単純再生産ではなく，拡大再生産が成立する場合もあることになる。

1
2
 

R
R
 

R1(200)=0.012,R2(200)=-.028 
G1(200)=0.993,G2(200)=0.965 
W1(200)二0.692』Y2(200)=1.364
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図4 市場社会主義モデル・その 1
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といっても，このモデルで重要なことは，③と④のようなケースではなく，

①と②の論点であるといってよいだろう。

(2) 市場社会主義モデル・その2

拙著〔5〕第5章では，上の市場社会主義モデルに，先の置塩モデルを組み

合わせたものを考察している。そうしたモデルを導入した理由をもう一度掲げ

ると次のようになる。「このモデル（本稿でいう「市場社会主義モデル・その

l」)が社会主義にふさわしい動きをするためには，消費財部門の不均等拡大

が最終的に単純再生産に帰着していくという局面の発生の発生を阻止しなけれ

ばならないということになる。そこで，次に，賃金率決定を利潤率の高さと関

連する部分と Rをめぐって収束する部分とを組み合わせたもので考えること

としよう。但し，このモデルは資本主義ではないから，後者の部分では，この

水準 (R)が労働力の再生産の水準に固定される必要はない。むしろ，国家の

マクロ的な政策判断によって決まると考えるべきである」 (105-106頁）。

このことは，賃金率の決定を制度的に考えるとすれば，むしろ当然のことで

ある。最終的に単純再生産に収敏していくということにならないように，賃金

水準ば決定されねばならないことはいうまでもないことであるが，同時に，利

潤率の変動に賃金率を完全に連動させるわけにはいかないだろう。最低賃金水

準が保証されねばならないし，たとえ利潤率の動向に連動させるとしても，そ

の部分をある程度制限する (fの値を小さく調整する）ことが必要になるから

である。プログラムは Yasui-3.txtであり，図 5である。

このモデルの動きは次のように整理できる。

① このモデルは，置塩モデルと同様に，貨幣賃金率を社会が決めた実質賃

金率の水準に戻すという動きを取り入れているから，最終的には利潤率．

成長率はプラスの水準に収敏していく。そして，収敏する水準は， Rが高

ければ利澗率．成長率は低い水準に収敏していく（逆は逆になる）ことに

なる。したがって，こちらのモデルこそが市場社会主義で本来利用される

べきモデルとなる。
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Rl R=5/10,R1(200)=0 .101,R2(200) =O .101 
R2 I G1(200) =l.101.G2(200) =1.101 

W1(200)=0.000,W2(200)=0.000 
WP1(200)=0.610,WP2(200)=0.610 
PP(200) =1.493 
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図5 市場社会主義モデル・その2

② モデルを動かしてみると， Rの値が小さいと，収束するまでの変化が大

きく，収束までの時間に時間がかかることになる。それは，置塩モデルで

Rを動かした時と全く逆になる。図3と図5を比較されたい。図3と図5

の違いには， flの動きが影響しているのではないかというのが，拙著〔5]

の主張であるが，この点は，本稿では詳しく論じない。

③ このモデルで重要なのは，利澗と賃金の間のトレードオフの関係であ

り，それをふまえた形で社会主義的に考えるためには， Rの値をどのよう

に設定するか，また， flやf2の値をどのように設定するかが重要な論点

となる。私が出した結論は，「Rを小さくし， f2を大きくすれば，利潤率

や成長率は高くなる。その上で，選択肢としては二つのことが考えられる。

一つは flを小さくすることである。この場合は，利潤率と成長率が高く

なると同時に，変動幅が小さく，経済システムは安定的に推移する。利潤

率が高くなることは，生産財に対する需要を高めることであるから，激し

い競争のなかで，賃金や消費を我慢し，ひたすら蓄積に邁進する形であ
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る。企業の利益・成長中心主義的な行動であり，日本の企業労働者が取っ

てきた道に類似している。これに対して， flを大きくすると，収束する

水準は同じように高いが，激しい変動を受けることになる。企業が利益を

上げれば，賃金は上昇するが，すぐさま Rの制約条件に衝突し，上昇に

ストップがかけられる。といってもそれで怠けていると，今度は逆に賃金

率が切り下げられる。労働者個々人に激しい競争が展開される形態であ

る」（拙著〔5〕109------llO頁）。

④ 拙著〔 5〕を書いた時点では，まだ中国の経済改革を具体的には念頭に

浮かべていなかった。その後，市場社会主義を提案しながら，他方で，市

場万能主義に対する批判も込めておきたいと思い，拙稿〔6〕を書いた。

そこでは，見田宗介の見解などを前提にしながら，市場がもたらす物象化

の克服は，現代的な観点から考えるとすれば，どういう道筋がありうるか

を議論した。そして，物象化を取り扱った拙稿〔6〕の後初めて，中国の

経済改革を拙稿〔7〕で取り扱った。市場を全面的に導入することは必然

的に資本の運動を導入することにならざるを得ないと考えるわれわれの立

場からみれば，中国の改革開放のなかで進行した企業改革自体は特別に異

論が出ることではなかった。むしろ当然の変革であると考えた。ただ，そ

の行き着く先で所有者企業の出現という形を取り始めたことを捉えて，こ

れをわれわれが考えるクーポン経済から，社会主義なら別のオールタナ

ティブもあるのではないかと批判的に捉えたものである。こうした議論に

対して，中国での市場化の進展に伴う物象化の問題は（中国でも拝金主義

に対する批判は大きく取り上げられているし，極端な拝金主義は「先に豊

かになることは，それはそれで認めようではないか」という改革開放路線

の精神からも大きく外れている），拙稿〔 7〕ではほとんど取り上げなかっ

た。上述③で引用したことのうち，前者が日本的なあり方だとすれば，後

者はアメリカを念頭に置いたものである。いまの日本が日本特有のシステ

ムを構造改革という名の下に切り捨てようとしていて，まるでアメリカの

やり方をまねることが今後の正しい方向であるように言われているが，そ
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れを先取りするような形で，激しく弱肉強食の世界を繰り広げているの

が，いまの中国である。その意味で，拙稿〔6〕で考えた議論は，激動の

いまの中国でも十分参考になるのではないかと考えるものである。

(3) 市場社会主義モデル・その3

以上の分析は，拙著〔5〕第5章のほぼ紹介である。本稿では，インサイダ

ーコントロールを問題にするために，新しいモデルを導入することとしよう。中

国でインサイダーコントロールという形で問題とされたのは，賃金率を変化さ

せるという時に，利澗率の平均値より高いか低いかが問題とされたわけではな

いから，賃金率の決定についてもう少し多様な形態を考えてみることとしよう。

以下では，新しく二つのケースを考えておこう。まず，市場社会主義モデル・

その 3で考えるのは，賃金率を一方的に増加させるケースであり，次の市場社

会主義モデル• その4で考えるのは，その部門の利澗率が上昇したら，それに

対応して賃金率を上げるケースである。いずれも，労働者の立場がより強く貫

徹される賃金率の決定である。以下で取り扱うモデルも含めて，モデル全体を

図式化すれば以下の通りである。

市場社会主義モデル

↓ 
イ．賃金率が平均利潤率との差に連動（拙著のモデル）

（市場社会主義モデル・その 1. その 2)

ロ．賃金率が一定の率で上昇 ハ．賃金率が利潤率の変化と連動

（市場社会主義モデル• その 3) （市場社会主義モデル・その 4)

↓ 
二．賃金率の上昇に制限を設ける

（市場社会主義モデル• その 5)

ここでは，賃金率を毎期増大させる場合を考えてみる。いうまでもないが，

インサイダーコントロールというのは，労働者が一方的に賃金を引き上げると

いう行動を取ったため，引き起こされたものではない。どちらかといえば，そ

れより，経営者が自らのポケットに獲得した利潤を流し込んだ（しかも，不正
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に流し込んだ）という側面の方が強かったであろう。おそらく，経営者が不正

なことをやるのをみながら，労働者は，親方赤旗を当然のことだと考え，むし

ろ自分たちの権利だと意識して行動していたと思われ，それが全体としてイン

サイダーコントロールを生んでいったと思われる。経営者に不正に蓄財された

部分は，海外に流出したかもしれないが，他方では私営企業の発展の動力になっ

ていったかもしれない。しかし，そのことを確認することはできないし，そう
(10) 

した側面をモデル分析するというわけにもいかない。そこで，ここでは，賃金

率が利潤率の動向とは無関係に一方的に増大すると想定するケースを採用して

おくこととする。

さて，賃金率が，前期より fの率で上昇するというケースを採用することと

する。単純化のため，両部門とも同じ賃金率で決まるとする。モデルは， Yasui

-4.txtであり，図 6である。ここでも， FOR文が二つ作ってあって， fの値を

0.01から 0.1まで動かしている。賃金率の上昇を示す fの値を大きくすれば

するほど，状態ははっきりするが，ここでは， fの値の変化を低い値の変化に

限定してある。このモデルが示すことは明確である。市場社会主義モデル・そ

の1と違い，もはや利潤率は0のレベルに収束していくという動きは示さな

い。単純再生産どころではなく，利澗率．成長率はマイナスを記録するのであ

る。当然fの値が大きくなればなるほど，そのマイナスの値は大きくなる。

市場社会主義モデル• その 1では，平均利潤率の動向をみながら，賃金率を

決めるという方向性があったから，賃金率が上昇すると利潤率が下がり，その

結果として，今度は逆に賃金率が低下するというメカニズムが作用していた。

したがって，最終的には，賃金率の上昇にブレーキがかかるメカニズムが作用

(10) 拙著〔 5〕は，市場社会主義では株式会社が全面的に採用されるから，そこでは配当

が成立するとして，その配当政策のあり方について，さまざまなシミュレーション分析

を行っている。但し，われわれが考える市場社会主義では，株式は国民が平等に所有す

る（所有する株のポートフォーリオは変更できるが，株の売買はできない）ものである

から，配当は，賃金率と同様に国民に対する分配の一つの形態になり，その政策の効果

は賃金率の動きとほぽ同じような意味を持ってくることになる。したがって，そこで行っ

たシミュレーション分析は，この移行過程で起こったインサイダーコントロールの問題

の経営者バージョンの解明としては，残念ながら使うことはできないであろう。
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Rl 10/100,R1(200)=-.144,R2(200)=-.147 
R2 I G1(200)=0.853,G2(200)=0細

件(200)=名189905276.460渭P(Z00)=0.902
PP(200)=1.350 

t
 

図6 市場社会主義モデル・その3

していたことになる。ところが，このモデルでは賃金率の上昇にブレーキがか

かるメカニズムにはなっていない。だから，最終的にはマイナス成長（縮小再

生産）に陥り，いわば資産を食い潰す形になっている。

〈いかなる状態にあろうと，賃金率を一定の率で上昇させる〉というメカニ

ズムが現実に機能するはずはない。社会の崩壊を防ぐためにどこかでブレーキ

が働くことになるからである。しかし，モデル分析をするためには極端な動き

を解明しておいた方がよいであろうから，ここでは，賃金率が一定の率で上昇

し続けるモデルを設定しておいた。但し，賃金率が一定の率で上昇するという

ことは，必ずしも実質賃金率が上昇するということを意味するものではない。

それは，物価騰貴率がどう動くかによって決まってくるからである。もちろん，

貨幣賃金率や実質賃金率の上昇が利潤率．成長率の上昇と両立できないもので

はない。労働生産性の上昇があれば，それは可能である。日本の高度成長では

それが実現したわけであるし，いまの中国でもそれが実現しているであろう

が， 1978年から始まる改革開放路線が最初から労働生産性の上昇を伴ってい
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たというものではないだろう。その意味では，インサイダーコントロールとい

う問題が発生した頃というのは，そういう許容度がほとんどない状態で，賃金

率等が（繰り返すが，賃金率以上に経営者の不正蓄財が大きな要素であったと

思われる）上昇していったのではないかと思われる。

(4) 市場社会主義モデル・その4

ここでは，賃金率は，利潤率が前期に上昇していたら，それにあわせて賃金

率も上昇させるという場合を考えてみることとしよう。ここでは，賃金率は，

もはや市場社会主義モデル・その 3のように，一方的に上昇するということは

起こりえない。賃金率の上昇は，利潤率の低下要因となるから，利潤率の低下

から賃金率の上昇にストップがかかることになるからである。

プログラムを簡単にするために， Wl(T) もW2(T) も初期値として0期と

1期まで与えるとし，方程式体系では W1(2) とW2(2)から決められるとす

る（したがって，従来は賃金率については T期の方程式だったが， T+l期の

方程式に修正した）。このモデルがYasui-5.txtである。このモデルを従来のモ

デルと同様に 301まで動かしたのが図 7である。この図 7をみると，成長率は

1
2
 

R
R
 

R1(300)=0.361,R2(300)=0.342 
G1(300)=1.262,G2(300)=0.438 
W1(300)=0.313,! り2(300)=0.244
WP1(300)=0.457,WP2(300)=0.356 
PP(300)=1.945 

, .. , .... ,.,.,,,.,,, 
...... "' 

．． .... 
．．．．~．．で・·.. 

, ....... ,. 

•····•·-. ........、

t 
...... , ...... .......... , 

図7 市場社会主義モデル・その4
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一度0に収紋しながら，その後，成長率0を中心としてプラス・マイナスの循

環的な変動をしているようにみえる。市場社会主義モデル• その 1(yaui-1. 

txt, 図4)でも，細かくみれば，循環的な変動があった。ただ，そこでは，変

動しながら，成長率0のラインに収敏していくものであった。ところが，この

モデルでは，その循環が成長率0のラインに収敏するものではなく，成長率0

のラインを軸にして，上下に動き，その変動幅がむしろ拡大しているのである。

確認のため， t期を 201期ではなく， 301期まで長くしたため，その傾向は明

瞭になっている。これは，最初に与えた初期値の調整が終了した後，明確にプ

ラス・マイナスで循環的な変動を示すということになる。しかし，これは何も

特別に不可解なことではない。利潤率が前期上昇したとすれば，賃金率は上昇

するが，賃金率が上昇すれば，今期の利潤率は低下する。今期の利澗率が低下

すれば，次期の賃金率が低下するから，全く逆の過程が発生する。したがって，

利潤率・成長率がプラス・マイナスの循環を示すことになる。

こうした循環的な変動は産業循環的な変動を示すものではない。われわれ

は，産業循環的な変動を示すためには，固定資本投資の問題を導入しなければ

ならないと考えるが（たとえば滝田〔4〕の一連の論文を参照されたい），本
(11) 

稿では，固定資本投資の問題は取り扱っていないからである。しかし，ここで

循環的な変動が析出できたとすれば，こうした賃金率の決定方式は，それだけ

このモデルの不安定性が高いということを意味する。その意味では，インサイ

ダーコントロールの下での，システムの不安定性の一端を明らかにしたことに

なるのではないかと考えられる。

以上のことから，市場社会主義モデル• その 3が，いずれマイナス成長に帰

着するものだったのに対して，利潤率が上昇したかどうかを基準として賃金交

渉をするという市場社会主義モデル• その4は，マイナス成長に帰着するとい

うことはないが，成長率0のラインを軸にしてプラス・マイナスの変動をする

ということになる。その意味では，利潤率の平均値という社会全体をみながら

賃金交渉をするという市場社会主義モデル• その 1と比較すると，不安定要因

が大きいモデルということを意味している。
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(5) 市場社会主義モデル・その5

以上のように，さまざまな賃金率の決め方を導入して，賃金率の決め方次第

で，体制は不安定になるということを示してきた。したがって，ここから，労

働者は，ただ賃金率を上げればよいということではなく，むしろ，賃金率等を

きちんとしたコントロール下に置かないと，経済的にはアンバランスなこと（イ

ンサイダーコントロール）が発生するということになる。

そこで，最後に，賃金率決定を，一つは，利潤率が上昇したら賃金率を上げ

ることとし，もう一つは，（国家のマクロ政策判断によって決まる）実質賃金

率に収束させることとしよう。つまり，拙著〔5〕第5章で考えた（本稿でい

う）市場社会主義モデル・その 2のうち，賃金率決定の一方を市場社会主義モデ

ル•その 4 で導入したものに入れ替えて考えてみることとしよう (Yasui-6.txt) 。

結果的には，それぞれのモデルの特徴がそのまま出てくる。（賃金率を実質

賃金率に収束させるパラメーターである） f2を大きくすれば，利潤率．成長

率は高くなると同時に，収敏するメカニズムが貰徹する。他方，（賃金率を利

潤率の動向に連動させるパラメーターである） flを大きくすれば，循環的運

動が強く出てくる。そして， fl>f2とすると，モデルは，バラバラな動きを

(11) いうまでもないが，恐慌・産業循環の理論のなかには，賃金率の上昇から利潤率の低

下を導き，それを産業循環の主軸とする考え（たとえば宇野理論）もある。もちろん，

それだけの議論であると，ここでシミュレーションしているように，短い周期で変動す

ることになってしまう。だから，賃金率が上昇したからといって，すぐさま蓄積を停止

し，恐慌に突入するというような論理構成にはせず，しばらくは好況過程が続き，ある

段階になって遂に蓄積が停止するという現象をむかえるという構成を取っている。私自

身はそういう立場を取っていない。

私は，最近は取り扱っていないが，かつては恐慌・産業循環論については多くの論文

を書いてきた。そこでは，宇野恐慌論に対しても批判的であったが，生産と消費の矛盾

から恐慌論を説明する議論に対しても批判的な立場を取ってきた。滝田〔4〕の論文は

固定資本の動きから循環的な動きを導出するもので，そのなかに資本家の投資行動が

入っていないから，それだけでは産業循環論を本格的に導くことはできない。但し，そ

うした資本家の投資行動の背後に，固定資本の独特の動きがあるという意味では，滝田

〔4〕の分析には意味があると考える。われわれの恐慌・産業循環論と近い立場にある

といってよい。なお，市場社会主義では，市場システムが全面的に導入されている以上，

産業循環的な動きは避けられず，そうした産業循環的な動きは当然体制の不安定性に大

きな意味をもってくるので，十分注意しておく必要がある。
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示し，その行き先はわからないものとなる。

それを示すために， fl=f2=0. lの場合を図8とし， f1=0.1とし， f2=

0.5とした場合を図9として示しておこう。なお， fl=f2=0.lとして，価格

の動き（計算したのは価格騰貴率である）をみると，図は省略するが，そこで

も循環的な動きを示している。

本稿の(2)市場社会主義モデル• その 2では，拙著〔 5〕で述べたことを引用

した。本稿の(3)と(4)で新しく導入したモデルは，不安定性がより高いものであっ

た。その不安定性を克服するために，本稿(5)で市場社会主義モデル• その 5を

考察した。したがって，拙著〔 5〕で述べたことを更に強調しておく必要があ

ふ市場社会主義では，安易に賃金率を上昇させると，労働者は自らの首を絞

めることにもなりかねない，と。 1978年から始まった中国の改革開放路線は

それがどこまで社会主義的なものであったのかは不明である。 1993年以降社

会主義市場経済という規定が与えられることとなるが，そういっていたとして

も，その場合，社会主義がどこでどう実現されていたか不明である。政策担当

Rl R=5/10,R1(200)=0.331,R2(200)=0.322 
R2 I G1(200)=1.217 ,G2(200)=0.526 

WH200)二〇.055 ,W2(200)二〇.056
WP1(200) =O .417 ., りP2(200)=0.425
PP(200)=1.657 
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図8 市場社会主義モデル• その5
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Rl R二5/10,R1(200)=0.063,R2(200)=0.063
R2 l G1(200)=1.063,G2(200)=1.063 

Wl (200) =O. 001 ,Iり2(200)=0.001
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PP(200)ニ1.468
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図9 市場社会主義モデル・その6

者がどこまで明確な意識をもっていたのかもわからない。おそらく明確な問題

意識はなく，日々，問題の解決に働いていただけということになるかもしれな

い。ただ，ある時まではどこかに社会主義という意識があり，その意味で，わ

れわれがここで述べたような市場社会主義モデルが部分的に当てはまっていた

時期があることだろう。あくまでも結果論としてであるが。だからこそ，それ

は野放図な動きとなっていった。しかも，計画経済と国家的所有という旧社会

主義のあり方がまだシステムとしてもどこかに残り，何よりも人々の意識のな

かにそれが残っていた。だから，賃金率が高く維持されたり，経営者が利潤を

不正に取り込んだとしても，それはどこかで許容されるところがあった。しか

し，その結果必然的に社会主義企業が赤字を抱え込むことになり，それは当然

のように国家が背負い込むことになっていった。それがひいてはインサイダー

コントロール→コーポレートガバナンスという問題を提起し，その解決策とし

て，最終的には社会主義とはおおよそ相容れない所有者企業の出現となってい

くことになったのではないか。
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6. 結 五
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本稿の目的は，中国の経済改革をモデルを作ってシミュレーションすること

にあった。

その一つは，高度成長過程を明らかにすることであった。われわれのモデル

は，分断された労働市場があることを前提として，（底辺の労働力市場・低い

賃金率を前提として）高い利潤率．成長率が実現していく過程と（都市の上級

の労働力市場を前提とし，底辺の労働者の安い労働力の提供を前提として実現

した）消費ブーム•投資ブームといった過程とが両立した（絡み合いながら実

現してきた）ということを明らかにしてきた。

もう一つは，改革開放の進行のなかで，インサイダーコントロールという問

題が発生し，それがコーポレートガバナンスという問題を提起し，いまの所有

者企業の登場を必然化していくことを明らかにしてきた。繰り返すことになる

が，中国が賃金率等を高く維持したのは，決して社会主義を標榜してきた，そ

のことを守るためではなかったであろう。企業システムの運営がうまくいかな

くて，労働者に高い賃金を支払うことによって，その場の困難を乗り切ろうと

したにすぎなかったのではないかと思われる。だからこそ，社会主義が労働者

が主人公になる社会であるとすれば，労働者はきちんと自らをコントロールし

ていかないと，社会主義自体が存立しえないものであることを踏まえておくべ

きであった。リストラにあって，失業の恐怖にさらされてから，騒ぎ立てるの

ではなく，その前に，労働者にそのことを説くべきであったのではないか。理

論が役に立つということがあるとすれば，まさにそこの場であるべきであっ

た。ところが，マルクス経済学は，中国においても日本においても，そういう

役割を担うことはなかった。その結果として，中国は建前は社会主義市場経済

といいつつも，限りなく資本主義そのものに近づきつつあるといってよい状態
(12) 

になりつつある。

本稿で欠けているのは，こうした分析がどこまで実証に耐えられるかという

点である。その点については別稿を待ちたい。
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(12) とはいえ，まだまだ十分役立ちうる世界は残されているのではないかとも考えられ

る。確かに，所有者企業の出現は，社会主義とどこまで両立できるかという問題を提起

している。しかし，国有大企業の民営化では，国家がどこまで株を所有し続けるのか。

更に，国有中小企業で進展している株式合作制の状況ももう少し見守る必要があるかも

しれない。従業員がかなり平等に株を所有するという株式合作制は生産性の向上という

観点からいえば，ある程度効果をあげたと言われている。ところが，それ以上の効率性

の上昇というと，そうした平等性を確保した株式合作制は明らかに限界を露呈し（たと

えば人員削減などにはどうしても制約がかかることになる），そこから，経営者に株式

を多く所有させるという所有者企業への動きが加速していったと言われている（今井編

〔l〕第 1章34頁参照）。しかしながら，経営者に多くの株を所有させるということが，

経営者の労働の質の高さを表現するものであるとすれば，それは必ずしも社会主義と矛

盾するものではない。経営者の報酬が配当（株式配当でもよい）という形を取るという

ことには特別に何か問題があるわけではないからである。問題は，その株を自由に売買

することができるかどうか，また経営者から離れた時にどう処理されるかである。自由

に売買されたら，株（富）の集積・集中が発生し，マルクスがいう資本主義的取得法則

が実現することとなる。しかし，もし多くの株の所有があくまでも経営者である時に限

定されているなら，そこを突き詰めていけば，われわれの市場社会主義論で提起したク

ーポン経済という考えにもつながってくるかもしれないのである。その可能性は限りな

く小さいであろうが。

株式合作制では，国有企業の財産をきちんと整理し，その整理された資本と従業員が

出資した資本を基礎にしている（子・王〔 8〕参照。この論文では 5つの事例があげら

れているが，事例4がわかりやすい）。そして，多くの場合，経営者層が多くの株を所

有するように誘導しているのが現状である。従業員は自ら出資したのであるから，それ

は自分のものであるという意識を当然保有している。定年などで辞めた後も，その株は

自分のものだと意識するであろう。しかしながら，いまの株式合作制でも国有企業の財

産を整理する時に，その国有企業の財産を作ってきた人間のために，一定部分を社会保

障等の基金として控除している（子・王〔8〕の紹介によれば，控除する金額はかなり

大きなものであるように思える）。それと同じように，自分が出資したものが自分の退

職後の各種基金の資金として活用されうるなら，それは社会主義的運用といってよいと

いうことになる。われわれのクーポン経済は一つの理念を述べたものであるから，現実

には，多様な形態が追求されるということになるであろう。

そうした観点から，いまの中国をみてみた場合，社会主義といった要素をすべて消滅

させてしまっているということになるかどうかはまだわからない。だからこそ，まだま

だわれわれには発言する余地は残されているのではないかと考えるのである（西川も，

同じ著作の第 9章で株式合作制について紹介し，最後に「この中国の特色ある新制度も，

中国の特色ある社会主義経済のなかで機能するうちに，新たな社会主義制度に対応する

変革を迫られている。それは，たんなる『株式制』への移行ではなかろう」 (255頁）と

述べている）。
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プログラム

Okisio-1.txt 

SCREEN 87: COLOR 7: CLS 0 

-8]-

M = 202: DIM W(M), N(M), Pl (M), P2(M), RI (M), R2(M), XI (M), X2(M), DI (M), D2 

(M), Gl (M), G2(M) 

＇図の作成

XO = 100: YO = 300 

LINE (XO, I6)-(XO, 399): LINE (0, Y0)-(600, YO) 

LOCATE 30, 1: PRINT"置塩モデル＂

LOCATE 8, 3: PRINT "Rl" 

LOCATE 8, 4: PRINT "R2" 

LOCATE 75, 20: PRINT "t" 

＇初期条件とパラメータの設定

Al = .5: NI = I: A2 = .2: N2 = I: R = .3: B = .4: F = .5 

Pl (0) = 3: P2(0) = 2: W(O) = I 

XI (O) = I25: X2(0) = 100: XI (I) = 130: X2(1) = 105 

基本的関係

FORT= I TO 201 

RI(T-1) =Pl(T-1) / (Al *Pl(T-1) +NI *W(T-1)) -1 

R2(T -1) = P2(T -1) / (A2 * Pl (T -1) + N2 * W(T -1)) -1 

Dl(T) =(l+B*Rl(T-1)) *(l+RI(T-1)) *Xl(T-1) *Al*Pl(T-1) 

D2(T) =(l+B*R2(T-1)) * (I+R2(T-I)) *X2(T-1) *A2*PI(T-1) 

Pl (T) = (DI (T) + D2(T)) / XI (T) 

Xl(T+I) =Dl(T) /Pl(T) /Al 

X2(T + 1) = D2(T) / Pl (T) / A2 

Gl(T) =Xl(T) /Xl(T-1) 

G2(T) = X2(T) / X2(T -1) 

N(T) =Nl*Xl(T+I) +N2*X2(T+I) 

W(T) =W(T-1) * (I+F* (R-W(T-1) /P2(T-1))) 

P2(T) = W(T) * N(T) / X2(T) 

WP (T) =W (T) /P2 (T) 

PP(T)=Pl (T)/P2(T) 

結果の表示

TT = XO + 2 * T -I: RR I = YO -100 * RI (T -1) : RR2 = YO -I 00 * R2 (T -1) 

PSET (TT, RRI), 2 

PSET (TT, RR2), 4 

LOCATE 20, 3: PRINT USING "RI(###)=#.###,R2(###)=#.###"; T-1; Rl(T-1); T-1; R2 

(T -I) 
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LOCATE 20, 4: PRINT USING "GI (###)=#.###,02(###)=#.###"; T-1; GI (T-1); T-1; G2(T-l) 

LOCATE 20, 5: PRINT USING "W(###)=#.###,WP(###)=#.###"; T -I; W(T -I); T -I; WP 

(T -I) 

LOCATE 20, 6: PRINT USING "PP(###)=#.###"; T-1; PP(T-1) 

NEXTT 

END 

Okisio-2.txt 

SCREEN 87: COLOR 7: CLS 0 

M = 202: DIM W(M), N(M), Pl (M), P2(M), Rl (M), R2(M), Xl (M), X2(M), DI (M), D2 

(M), G1 (M), G2 (M) 

＇図の作成

XO = 100: YO = 300 

LINE (XO, 16)-(xo, 399): LINE (o, YO) —(600, YO) 

LOCATE 30, 1: PRINT "置塩モデル＂

LOCATE 8, 3: PRINT "RI" 

LOCATE 8, 4: PRINT "R2" 

LOCATE 75, 20: PRINT "t" 

＇初期条件とパラメータの設定

Al = .5: Nl = 1: A2 = .2: N2 = 1: B = .4: F = .5 

Pl (0) = 3: P2(0) = 2: W(O) = 1 

Xl (0) = 125: X2(0) = 100: Xl (1) = 130: X2(1) = 105 

基本的関係

FOR R = 1 TO 5 

FORT= 1 TO 201 

Rl(T-I) =Pl(T-1) / (Al *Pl(T-1) +Nl *W(T-1)) -1 

R2 (T -1) = P2 (T -1) / (A2 * Pl (T -1) + N2 * W (T -1)) -1 

Dl (T) = (1 + B * Rl (T -1)) * (1 + Rl (T -1)) * Xl (T -1) * Al * Pl (T -1) 

D2 (T) = (1 + B * R2 (T -1)) * (1 + R2 (T -1)) * X2 (T -1) * A2 * Pl (T -1) 

Pl (T) = (Dl (T) + D2(T)) / Xl (T) 

Xl(T+ 1) =Dl(T) /Pl(T) / Al 

X2(T + 1) = D2(T) / Pl (T) / A2 

Gl (T) = Xl (T) / Xl (T -1) 

G2(T) = X2(T) / X2(T -1) 

N(T) =Nl*Xl(T+l) +N2*X2(T+l) 

W(T) =W(T-1) * (l+F* (R*.l-W(T-1) /P2(T-1))) 

P2(T) =W(T) *N(T) /X2(T) 

WP (T) =W (T) /P2 (T) 

PP(T)=Pl (T)/P2(T) 

276 
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tt = XO + 2 * T -1: rrl = YO -100 * Rl (T -1): rr2 = YO -100 * R2 (T -1) 

PSET (tt, rrl), 2 

PSET (tt, rr2), 4 

-83-

LOCATE 13, 3: PRINT USING "R=#/10,Rl (###)=#.###,R2(###)=#.###"; R;T -1; Rl (T -1); 

T -1; R2 (T -1) 

LOCATE 20, 4: PRINT USING "Gl (###)=#.###,G2(###)=#.###"; T-1; Gl (T-1); T-1; G2(T-1) 

LOCATE 20, 5: PRINT USING "W(###)=#.###,WP(###)=#.###"; T -1; W(T -1); T -1; WP 

(T -1) 

LOCATE 20, 6: PRINT USING "PP(###)=#.###"; T-1; PP(T-1) 

NEXTT 

NEXTR 

END 

Yasui-1.txt 

SCREEN 87: COLOR 7: CLS 0 

M = 202: DIM WI(M), W2(M), N(M), Pl(M), P2(M), Rl(M), R2(M), RR(M), Xl(M), 

X2 (M), DI (M), D2(M), Gl (M), G2(M) 

'図の作成

XO= 100: YO= 300 

LINE (XO, 16)-(xo, 399): LINE (o, Y0)-(600, YO) 

LOCATE 30, 1: PRINT "市場社会主義モデル＂

LOCATE 8, 3: PRINT "RI" 

LOCATE 8, 4: PRINT "R2" 

LOCATE 75, 20: PRINT "t" 

＇初期条件とパラメータの設定

Al = .5: Nl = I: A2 = .2: N2 = 1: R = .3: B = .4: f = .1 

Pl (0) = 3: P2(0) = 2: Wl (0) = 1: W2(0) = 1 

Xl (0) = 125: X2(0) = 100: XI (I) = 130: X2(1) = 105 

基本的関係

FOR T = 1 TO 201 

RI(T-I) =Pl(T-I)/ (Al *Pl(T-I) +NI *WI(T-I)) -1 

R2 (T -1) = P2 (T -I) / (A2 * Pl (T -I) + N2 * W2 (T -1)) -I 

Dl(T) = (1 +B * Rl(T-I))* (I +RI(T-1)) * Xl(T-I) *Al* Pl(T-I) 

D2 (T) = (1 + B * R2 (T -I)) * (1 + R2 (T -1)) * X2 (T -I) * A2 * Pl (T -I) 

Pl (T) = (D1 (T) + D2(T)) / Xl (T) 

XI (T + I) = DI (T) / Pl (T) / Al 

X2(T + I) = D2(T) / Pl (T) / A2. 

GI (T) = XI (T) I XI (T -1) 

G2(T) = X2(T) / X2(T -1) 
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RR(T -1) = (Rl (T -1) + R2(T -1)) / 2 

Wl(T) =Wl(T-1) * (1 +f* (Rl(T-1) -RR(T-1))) 

W2 (T) = W2 (T -1) * (1 + f * (R2 (T -1) -RR (T -1))) 
P2(T) = (Wl (T) * Nl * Xl (T + 1) + W2(T) * N2 * X2(T + 1)) / X2(T) 

WPl (T)=Wl (T)/P2(T) 

WP2 (T) =W2 (T) /P2 (T) 

PP(T)=Pl (T)/P2(T) 

tt = XO + 2 * T -1: RRl = YO -100 * R 1 (T -1): RR2 = YO -100 * R2 (T -1) 

PSET (tt, RRl), 2 

PSET (tt, RR2), 4 

LOCATE 20, 3: PRINT USING "Rl (###)=#.###,R2(###)=#.###"; T -l; Rl (T -l); T -l; R2 

(T -1) 

LOCATE 20, 4: PRINT USING "Gl (###)=#.###,G2(###)=#. 罪#";T-1; Gl (T-1); T-1; G2(T-l) 

LOCATE 20, 5: PRINT USING "Wl (紐＃）＝＃．罪#,W2(紐＃）＝＃．罪#";T -1; Wl (T -1); T -1; 

W2(T -1) 

LOCATE 20, 6: PRINT USING "WPl (冊＃）＝＃．秤#,WP2(###)=#.###";T -1; WPl (T -1); T -

1; WP2(T -1) 

LOCATE 20, 7: PRINT USING "PP(###)=#. 紐#";T-1; PP(T-1) 

NEXTT 

END 

Y asui-3.txt 

SCREEN 87: COLOR 7: CLS 0 

M = 202: DIM Wl(M), W2(M), N(M), Pl(M), P2(M), Rl(M), R2(M), RR(M), Xl(M), 

X2(M), Dl(M), D2(M), Gl(M), G2(M) 

＇図の作成

XO = 100: YO = 300 

LINE (XO, 16)-(xo, 399): LINE (o, Y0)-(600, YO) 

LOCATE 30, 1: PRINT "市場社会主義モデル＂

LOCATE 8, 3: PRINT "Rl" 

LOCATE 8, 4: PRINT "R2" 

LOCATE 75, 20: PRINT "t" 

'初期条件とパラメータの設定

Al = .5: Nl = I: A2 = .2: N2 = 1: R = .3: B = .4: fl = .5:f2=.5 

Pl (0) = 3: P2(0) = 2: Wl (O) = 1: W2(0) = 1 

Xl (0) = 125: X2(0) = 100: XI (I) = 130: X2(1) = 105 

＇基本的関係

FOR R=l TO 5 

FORT= 1 TO 201 

278 
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RI(T-1) =Pl(T-I)/ (Al *Pl(T-1) +Nl *Wl(T-I)) -1 

R2 (T -I) = P2 (T -I) / (A2 * Pl (T -I) + N2 * W2 (T -1)) -I 

Dl(T) =(l+B*Rl(T-1)) * (l+Rl(T-1)) *Xl(T-1) *Al *Pl(T-1) 

D2 (T) = (I + B * R2 (T -1)) * (1 + R2 (T -1)) * X2 (T -1) * A2 * Pl (T -I) 

Pl (T) = (DI (T) + D2(T)) / XI (T) 

XI (T + I) = DI (T) / Pl (T) / Al 

X2(T+I) =D2(T) /Pl(T) /A2 

GI (T) = XI (T) / XI (T -I) 

G2(T) = X2(T) / X2(T -I) 

RR(T-I)= (Rl(T-1) +R2(T-1)) /2 

WI (T) = WI (T -1) * (I+ fl * (Rl (T -I) -RR(T -I))+f2*(R*.l-Wl (T-I)/P2(T-I))) 

W2(T) = W2(T -I) * (1 + fl * (R2(T -I) -RR(T -1))+f2*(R*.I-W2(T-1)/P2(T-I))) 

P2(T) = (WI (T) * Nl * XI (T + 1) + W2(T) * N2 * X2(T +I)) / X2(T) 

WPI (T)=Wl (T)/P2(T) 

WP2 (T) =W2 (T) /P2 (T) 

PP(T)=PI (T)/P2(T) 

tt =XO+ 2 * T -I: RRl = YO -IOO * RI (T -I): RR2 = YO -100 * R2(T -1) 

PSET (tt, RRI), 2 

PSET (tt, RR2), 4 

-85-

LOCATE 13, 3: PRINT USING "R=#/10,Rl (###)=#.###,R2(###)=#.###"; R;T -1; Rl (T -I); 

T -1; R2(T -I) 

LOCATE 20, 4: PRINT USING "GI (###)=#.###,G2(###)=#.###"; T-I; GI (T-I); T-1; G2(T-l) 

LOCATE 20, 5: PRINT USING "WI (###)=#.###,W2(###)=#.###"; T -I; WI (T -I); T -1; 

W2(T -I) 

LOCATE 20, 6: PRINT USING "WPI (###)=#.###,WP2(###)=#.###"; T -I; WPl (T -I); T -

l; WP2(T -I) 

LOCATE 20, 7: PRINT USING "PP(###)=#.###"; T-1; PP(T-I) 

NEXTT 

NEXTR 

END 

Y asui-4.txt 

SCREEN 87: COLOR 7: CLS 0 

M = 202: DIM W(M), N(M), Pl (M), P2(M), RI (M), R2(M), XI (M), X2(M), DI (M), D2 

(M), GI (M), G2(M) 

＇図の作成

XO= 100: YO= 300 

LINE (XO, 16) —(XO, 399): LINE (0, Y0)-(600, YO) 

LOCATE 30, 1: PRINT "市場社会主義モデル＂
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LOCATE 8, 3: PRINT "Rl" 

LOCATE 8, 4: PRINT "R2" 

LOCATE 75, 20: PRINT "t" 

＇初期条件とパラメータの設定

香川大学経済論叢

Al = .5: Nl = 1: A2 = .2: N2 = 1: R = .3: B = .4: F = .001 

Pl (O) = 3: P2(0) = 2: W(O) = 1 

XI (0) = 125: X2(0) = 100: XI (1) = 130: X2(1) = 105 

＇基本的関係

FOR F=l TO 10 

FOR T = 1 TO 201 

Rl(T-1) =Pl(T-I)/ (Al *Pl(T-1) +NI *W(T-1)) -1 

R2(T -1) = P2(T -1) / (A2 * Pl (T -I) + N2 * W(T -1)) -I 

DI(T) =(l+B*RI(T-1)) *(l+Rl(T-1)) *Xl(T-1) *Al*Pl(T-1) 

D2(T) =(l+B*R2(T-l)) *(l+R2(T-I)) *X2(T-1) *A2*Pl(T-l) 

Pl (T) = (Dl (T) + D2(T)) / Xl (T) 

Xl(T+ I) =Dl(T) /Pl(T) / Al 

X2(T+l) =D2(T) /Pl(T) /A2 

GI (T) = XI (T) / XI (T -1) 

G2(T) = X2(T) I X2(T -1) 

N (T) = NI * XI (T + I) + N2 * X2 (T + I) 

W(T) = W(T -I) * (I+ F*O.OI) 

P2(T) = W(T) * N(T) / X2(T) 

WP (T) =W (T) /P2(T) 

PP (T) =Pl (T) /P2 (T) 

＇結果の表示

TT= XO+ 2 * T -I: RRI = YO -100 * Rl (T -1): RR2 = YO -100 * R2(T -I) 

PSET (TI, RRl), 2 

PSET (TI, RR2), 4 

LOCATE I4, 3: PRINT USING "##/100,Rl (###)=#. 耕#,R2(###)=#.###";F;T -I; RI (T -I); T 

-l; R2(T -I) 

LOCATE 21, 4: PRINT USING "GI (###)=#.###,G2(###)呻紐#";T-1; Gl (T-I); T-1; G2(T-1) 

LOCATE 2I, 5: PRINT USING "W(###)=#.###,WP(###)呻岬#";T -1; W (T -1) ; T -1; WP 

(T -1) 

LOCATE 21, 6: PRINT USING "PP(###)=#. 罪#";T-1; PP(T-1) 

NEXTT 

NEXTF 

END 
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SCREEN 87: COLOR 7: CLS 0 

中国経済改革のモデル分析

Yasui-5.txt 

-87-

M = 302: DIM Wl(M), W2(M), N(M), Pl(M), P2(M), RI(M), R2(M), RR(M), Xl(M), 

X2(M), DI (M), D2(M), GI (M), G2(M) 

図の作成

XO= IOO: YO= 300 

LINE (XO, I6)-(XO, 399): LINE (0, Y0)-(600, YO) 

LOCATE 30, I: PRINT "市場社会主義モデル"

LOCATE 8, 3: PRINT "RI" 

LOCATE 8, 4: PRINT "R2" 

LOCATE 75, 20: PRINT "t" 

＇初期条件とパラメータの設定

AI = .5: NI = I: A2 = .2: N2 = I: R = .3: B = .4: f = .I 

PI (o) = 3: P2(0) = 2: Wl (o) = I: W2(0) = I:Wl (I)=I:W2(I)=I 

XI (O) = I25: X2(0) = IOO: XI (I) = 130: X2(I) = 105 

基本的関係

FOR T = 1 TO 30I 

RI (T -1) = PI (T -1) / (AI * PI (T -I) + Nl * WI (T -I)) -I 

R2(T-I) =P2(T-I) /(A2*Pl(T-I) +N2*W2(T-I)) -I 

DI (T) = (1 + B * RI (T -1)) * (1 + Rl (T -1)) * XI (T -I) * Al * Pl (T -1) 

D2 (T) = (1 + B * R2 (T -1)) * (1 + R2 (T -I)) * X2 (T -I) * A2 * PI (T -1) 

Pl (T) = (D1 (T) + D2(T)) / Xl (T) 

XI (T + 1) = DI (T) / Pl (T) I AI 

X2(T + 1) = D2(T) / PI (T) / A2 

G1 (T) = XI (T) I Xl (T -I) 

G2(T) = X2(T) I X2(T -1) 

RR(T-1) = (Rl(T-1) + R2(T -1)) / 2 

Wl (T+l) = Wl (T -1) * (1 + f * (RI (T) -Rl (T -1))) 

W2(T+l) = W2(T -1) * (I+ f * (R2(T) -R2(T -1))) 

P2(T) = (WI (T) * NI * XI (T + I) + W2(T) * N2 * X2(T + I)) / X2(T) 

WPl (T)=Wl (T)/P2(T) 

WP2 (T) =W2 (T) /P2 (T) 

PP(T)=Pl (T)/P2(T) 

tt =XO+ 2 * T -1: RRl = YO -100 * Rl (T -1): RR2 = YO -100 * R2(T -I) 

PSET (tt, RRI), 2 

PSET (tt, RR2), 4 

LOCATE 20, 3: PRINT USING "Rl (###)=#.###,R2(紐＃）＝＃．紐#";T -1 ; R 1 (T -1) ; T -1 ; R2 

(T -1) 

LOCATE 20, 4: PRINT USING "G l (#紐）=#.###,G2(#罪）＝＃．＃紐";T-1; Gl (T-1); T-1; G2(T-1) 

LOCATE 20, 5: PRINT USING "Wl (紐＃）＝＃．紐#,W2(###)=#.罪#";T -l; Wl (T -1); T -l; 

W2(T -1) 
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LOCATE 20, 6: PRINT USING "WPl (罪＃）＝＃．罪#,WP2(###)=#.#罪";T -l; WPl(T -l); T -

l; WP2(T -1) 

LOCATE 20, 7: PRINT USING "PP(###)=#. 罪#";T-1; PP(T-1) 

NEXTT 

END 

Y asui-6.txt 

SCREEN 87: COLOR 7: CLS 0 

M = 202: DIM Wl(M), W2(M), N(M), Pl(M), P2(M), Rl(M), R2(M), RR(M), Xl(M), 

X2(M), Dl(M), D2(M), Gl(M), G2(M) 

＇図の作成

XO= 100: YO= 300 

LINE (XO, 16)-(xo, 399): LINE (O, YO) —(600, YO) 

LOCATE 30, 1: PRINT "市場社会主義モデル"

LOCATE 8, 3: PRINT "Rl" 

LOCATE 8, 4: PRINT "R2" 

LOCATE 75, 20: PRINT "t" 

＇初期条件とパラメータの設定

Al = .5: NI = I: A2 = .2: N2 = I: R = .3: B = .4: fl = .l:f2=.l 

Pl (0) = 3: P2(0) = 2: Wl (0) = I: W2(0) = l:Wl (l)=l:W2(1)=1 

Xl (o) = 125: X2(0) = 100: XI (I) = 130: x2(1) = 105 

基本的関係

FOR R=l TO 5 

FOR T = I TO 201 

Rl(T-1) =Pl(T-1) /(Al* Pl(T-I) +NI *Wl(T-I)) -1 

R2(T -I) = P2(T -I) / (A2 * Pl (T -I) + N2 * W2(T -I)) -I 

Dl(T) =(l+B*Rl(T-1)) *(l+Rl(T-1)) *XI(T-1) *Al*Pl(T-1) 

D2(T) =(l+B*R2(T-l)) *(l+R2(T-l)) *X2(T-I) *A2*PI(T-I) 

Pl (T) = (Dl (T) + D2(T)) / Xl (T) 

Xl (T + 1) = DI (T) / Pl (T) / Al 

X2(T+l) =D2(T) /Pl(T) /A2 

GI (T) = Xl (T) / Xl (T -1) 

G2(T) = X2(T) / X2(T -1) 

Wl (T+l) = Wl (T -1) * (1 + fl * (Rl (T) -Rl (T -l))+f2* (R*.1-Wl (T-l)/P2(T-l))) 

W2(T+I) = W2(T -I) * (1 + fl * (R2(T) -R2(T -1))+f2* (R*.l-W2(T-l)/P2(T-l))) 

P2(T) = (Wl (T) * Nl * Xl (T + 1) + W2(T) * N2 * X2(T + 1)) / X2(T) 

WPl (T)=Wl (T)/P2(T) 

WP2 (T) =W2 (T) /P2 (T) 

PP(T)=Pl (T)/P2(T) 
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tt = XO + 2 * T -l: RR I = YO -I 00 * RI (T -I) : RR2 = YO -l 00 * R2 (T -1) 
PSET (tt, RRI), 2 

PSET (tt, RR2), 4 
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LOCATE 13, 3: PRINT USING "R=#/10,Rl (###) =#.###,R2(###)=#.###"; R;T -I; RI (T -I); 

T -I; R2 (T -I) 

LOCATE 20, 4: PRINT USING "GI (###)=#.###,G2(###)=#.###"; T-1; Gl (T-1); T-1; G2(T-I) 

LOCATE 20, 5: PRINT USING "WI(###)=#. 秤#,W2(###)=#.紐#";T -1 ; WI (T -I) ; T -I ; 

W2(T -I) 

LOCATE 20, 6: PRINT USING "WPI (罪＃）＝＃．罪#,WP2(###)=#.###";T -I; WPI (T -I); T -

I; WP2(T -l) 

LOCATE 20, 7: PRINT USING "PP(###)=#. 罪#";T-1; PP(T-1) 

NEXTT 

NEXTR 

END 


